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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期
第２四半期
累計期間

第31期
第２四半期
累計期間

第30期

会計期間

自平成29年
　５月１日
至平成29年
　10月31日

自平成30年
　５月１日
至平成30年
　10月31日

自平成29年
　５月１日
至平成30年
　４月30日

売上高 （千円） 749,156 789,363 2,757,186

経常損失（△） （千円） △496,166 △505,776 △128,797

四半期(当期）純損失（△） （千円） △503,703 △509,666 △148,244

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） - - -

資本金 （千円） 929,890 929,890 929,890

発行済株式総数 （株） 3,813,000 381,300 381,300

純資産額 （千円） 3,047,081 2,855,191 3,400,438

総資産額 （千円） 3,944,321 3,802,853 4,636,049

1株当たり四半期(当期）純損失金

額（△）
（円） △1,334.30 △1,350.23 △392.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） - - -

１株当たり配当額 （円） - - 100.00

自己資本比率 （％） 77.3 75.1 73.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △534,790 △563,608 183,546

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △304,982 △8,144 △311,940

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △40,700 △40,726 △43,817

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 558,919 654,703 1,267,181
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回次
第30期
第２四半期
会計期間

第31期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成29年
　８月１日
至平成29年
　10月31日

自平成30年
　８月１日
至平成30年
　10月31日

1株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △871.10 △905.24

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．第30期第2四半期累計期間及び第31期第2四半期累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につ

いては、1株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

第30期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、1株当たり当期純損失金額であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

５．平成29年11月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。第30期の期首に当該株式

併合が行われたと仮定し、1株当たり四半期純損失金額を算定しております。

６.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）等を第1四半期会

計期間の期首から適用しており、前第2四半期累計期間及び前事業年度に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　　当第2四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第2四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「『税効果会に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）等を第1四半期会計

期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前事業年度末の数値で比較を行っております。

 

（1）財政状態の分析

　（総資産）

　　　総資産は、前事業年度末に比べ833百万円減少し、3,802百万円となりました。

　（流動資産）

　　　流動資産は、前事業年度末に比べ758百万円減少し、949百万円となりました。

　　　これは主として、現金及び預金が612百万円減少したことなどによるものであります。

　（固定資産）

　　　固定資産は、前事業年度末に比べ74百万円減少し、2,853百万円となりました。

　　　これは主として、機械及び装置が58百万円減少したことなどによるものであります。

　（流動負債）

　　　流動負債は、前事業年度末に比べ285百万円減少し、420百万円となりました。

　　　これは主として、支払手形及び買掛金が157百万円、その他が125百万円それぞれ減少したことなどによる

　　　ものであります。

　（固定負債）

　　　固定負債は、前事業年度末に比べ2百万円減少し、526百万円となりました。

　　　これは主として、長期預り保証金が3百万円減少したことなどによるものであります。

　（純資産）

　　　純資産は、前事業年度末に比べ545百万円減少し、2,855百万円となりました。

　　　これは主として、利益剰余金が547百万円減少したことなどによるものであります。

 

　　この結果、当第2四半期会計期間末の自己資本比率は75.1％となりました。

 

(2）経営成績の状況

　当第2四半期累計期間（平成30年5月1日～10月31日）のわが国経済は、平成30年7月～9月期の国内総生産（GDP）

が年率換算で1.2％減と2四半期ぶりのマイナスとなり、地震や台風など自然災害が続き個人消費が伸びず輸出も減

速するといった状況にありました。また、当印刷業界におきましては、ペーパーレス化の進展で印刷需要の減退が

続く中、印刷用紙の値上げが発表され、業界を取り巻く環境は、ますます厳しくなってまいりました。

　このような経営環境の下、当社の第2四半期累計期間における業績は次のとおりとなりました。学校アルバム部

門の売上高につきましては、この時期は業界ではシーズンオフと呼ばれ、主に卒業式後納品のアルバムや記念誌等

の売上となりますが、少子化を反映した市場規模の縮小による価格競争が続いている中で、受注量の確保につと

め、前年同期間比3.0%増の412百万円となり、一般商業印刷部門の売上高につきましては、新工場での生産本格化

に伴い、新規顧客の開拓を充実させ前年同期間比8.1%増の377百万円となりまして、全売上高は前年同期間比5.4％

増の789百万円となりました。

　また、損益面におきましては、営業損失519百万円（前年同期間比8百万円損失増）、経常損失505百万円（前年

同期間比9百万円損失増）、四半期純損失509百万円（前年同期間比5百万円損失増）と前年同期間と比べ大きな変

動はありませんでした。

（季節変動について）

　当社の年間売上高のおよそ73％を占める学校アルバム部門は卒業時期の2月、3月に売上が集中いたしますので、

この第2四半期累計期間の売上高は年間売上高の2分の1前後にはなりませんし、損益につきましても固定費等の発

生が先行いたしますので、第2四半期累計期間においては、現在のところ損失となることが避けられず、上記のよ

うな損益状況となります。
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（3）キャッシュ・フローの状況

　当第2四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、次に記載するキャッシュ・

フローにより前事業年度末の残高より、612百万円減少し、654百万円となりました。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当第2四半期累計期間において営業活動の結果使用した資金は、563百万円（前年同期間比5.4％増）とな

　　　りました。

　これは、主に税引前四半期純損失によるものであります。

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当第2四半期累計期間において投資活動の結果使用した資金は、8百万円（前年同期間比97.3％減）となり

　　　ました。

　　　これは、主に有形固定資産および無形固定資産の取得による支出によるものであります。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当第2四半期累計期間において財務活動の結果使用した資金は、40百万円(前年同期間比0.1％増)となりまし

た。

　　　これは、主に配当金の支払によるものであります。

 

（4）経営方針・経営戦略等

　　当第2四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第2四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　また、前事業年度に掲げた課題については、当第2四半期累計期間も引き続き取り組んでおります。

 

（6）研究開発活動

　　当第2四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第2四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,288,900

計 1,288,900

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成30年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年12月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 381,300 381,300
東京証券取引所

JASDAQ（スタンダード）
単元株式数100株

計 381,300 381,300 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項ありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年8月1日～

平成30年10月31日
－ 381,300 － 929,890 － 1,691,419

 

EDINET提出書類

株式会社マツモト(E00715)

四半期報告書

 6/17



（５）【大株主の状況】

  平成30年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

 松本　敬三郎  北九州市小倉北区 58,800 15.58

 松本　政敬  北九州市小倉北区 32,800 8.69

 穐田　誉輝  東京都渋谷区 19,000 5.03

 松本　久美子  東京都渋谷区 16,200 4.29

 梅津　武  北九州市小倉北区 16,100 4.27

 株式会社大分銀行  大分県大分市府内町三丁目4番1号 14,400 3.81

 松本　大輝  東京都世田谷区 12,900 3.42

 松本　敬孝  東京都渋谷区 11,400 3.02

 水元　公仁  東京都新宿区 11,000 2.91

 マツモト社員持株会  北九州市門司区社ノ木一丁目2番1号 10,659 2.82

計 － 203,259 53.85

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年10月31日現在
 

 区分  株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 無議決権株式  　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　 －  －

 議決権制限株式（自己株式等）  　　　　　　　　　－  　　　　　　　－  －

 議決権制限株式（その他）  　　　　　　　　　－  　　　　　　　－  －

 完全議決権株式（自己株式等）普通株式　　　　　3,800  　　　　　　　－  －

 完全議決権株式（その他） 普通株式　　　　376,800 3,768  －

 単元未満株式 普通株式　　　　　　700  　　　　　　　　－  －

 発行済株式総数 　　　　　　　　381,300  　　　　　　　　－  －

 総株主の議決権  　　　　　　　　　－ 3,768  －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数

1個）含まれております。
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②【自己株式等】

平成30年10月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社マツモト
北九州市門司区

社ノ木一丁目2番1号
3,800 - 3,800 1.00

計 － 3,800 - 3,800 1.00

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社マツモト(E00715)

四半期報告書

 8/17



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成30年８月１日から平成30

年10月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成30年５月１日から平成30年10月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年7月1日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年４月30日)
当第２四半期会計期間
(平成30年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,267,181 654,703

受取手形及び売掛金 314,055 173,669

商品及び製品 976 2,371

仕掛品 77,466 71,168

原材料及び貯蔵品 39,374 39,943

その他 10,916 11,554

貸倒引当金 △2,200 △4,200

流動資産合計 1,707,772 949,211

固定資産   

有形固定資産   

機械及び装置（純額） 770,914 712,134

土地 929,190 929,190

その他（純額） 694,556 681,865

有形固定資産合計 2,394,660 2,323,190

無形固定資産 50,342 43,968

投資その他の資産   

その他 496,074 499,513

貸倒引当金 △12,800 △13,030

投資その他の資産合計 483,274 486,483

固定資産合計 2,928,277 2,853,641

資産合計 4,636,049 3,802,853

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 315,356 157,995

未払法人税等 14,974 13,722

賞与引当金 80,000 79,000

その他 295,623 169,993

流動負債合計 705,954 420,711

固定負債   

長期預り敷金 30,140 30,150

長期預り保証金 106,000 103,000

退職給付引当金 138,691 139,185

役員退職慰労引当金 234,043 233,713

資産除去債務 20,781 20,900

固定負債合計 529,656 526,949

負債合計 1,235,611 947,661
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年４月30日)
当第２四半期会計期間
(平成30年10月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 929,890 929,890

資本剰余金 1,691,419 1,691,419

利益剰余金 702,798 155,386

自己株式 △17,217 △17,217

株主資本合計 3,306,891 2,759,479

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 93,546 95,712

評価・換算差額等合計 93,546 95,712

純資産合計 3,400,438 2,855,191

負債純資産合計 4,636,049 3,802,853

 

EDINET提出書類

株式会社マツモト(E00715)

四半期報告書

11/17



（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成29年５月１日
　至　平成29年10月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年５月１日
　至　平成30年10月31日)

売上高 749,156 789,363

売上原価 990,969 1,036,091

売上総損失（△） △241,812 △246,727

販売費及び一般管理費 268,912 272,741

営業損失（△） △510,725 △519,469

営業外収益   

受取利息 321 48

受取配当金 3,439 3,795

不動産賃貸収入 15,420 15,420

その他 1,876 2,392

営業外収益合計 21,056 21,657

営業外費用   

不動産賃貸原価 6,498 7,963

営業外費用合計 6,498 7,963

経常損失（△） △496,166 △505,776

特別損失   

固定資産除却損 5,802 44

特別損失合計 5,802 44

税引前四半期純損失（△） △501,969 △505,820

法人税、住民税及び事業税 3,612 3,617

法人税等調整額 △1,879 228

法人税等合計 1,733 3,846

四半期純損失（△） △503,703 △509,666
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成29年５月１日
　至　平成29年10月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年５月１日
　至　平成30年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △501,969 △505,820

減価償却費 141,580 120,534

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,017 494

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,919 △330

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,000 △1,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9,600 2,230

受取利息及び受取配当金 △3,760 △3,844

固定資産除却損 5,802 44

売上債権の増減額（△は増加） 161,188 139,431

たな卸資産の増減額（△は増加） △32,974 4,334

仕入債務の増減額（△は減少） △180,452 △157,360

未払消費税等の増減額（△は減少） △66,469 △88,477

その他 △56,549 △72,238

小計 △533,268 △562,001

利息及び配当金の受取額 3,820 3,850

法人税等の支払額 △5,342 △5,457

営業活動によるキャッシュ・フロー △534,790 △563,608

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △295,282 △1,233

無形固定資産の取得による支出 △8,476 △5,433

投資有価証券の取得による支出 △1,199 △1,201

その他 △24 △276

投資活動によるキャッシュ・フロー △304,982 △8,144

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期預り敷金の受入による収入 - 10

長期預り保証金の償還による支出 △3,000 △3,000

配当金の支払額 △37,700 △37,736

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,700 △40,726

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △880,474 △612,478

現金及び現金同等物の期首残高 1,439,393 1,267,181

現金及び現金同等物の四半期末残高 558,919 654,703
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）等を第1四半期会計

期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期損益計算書関係）

※1.販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成29年５月１日
　　至 平成29年10月31日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成30年５月１日
　　至 平成30年10月31日）

給与手当 86,365千円 80,917千円

賞与引当金繰入額 20,000千円 19,000千円

退職給付費用 4,479千円 9,331千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,895千円 4,870千円

貸倒引当金繰入額 11,600千円 12,200千円

 

　　　　　2.売上高に著しい季節的変動がある場合

　　　　　　　前第2四半期累計期間（自　平成29年5月1日　至　平成29年10月31日）及び当第2四半期累計期間

　　　　　　　（自　平成30年5月1日　至　平成30年10月31日）

　　　　　　　当社の売上高のおよそ73％（年間ベース）を占める学校アルバムは、卒業時期の2月及び3月

             （第4四半期）に売上が集中するため、売上高に季節変動があります。

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自 平成29年５月１日
至 平成29年10月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成30年５月１日
至 平成30年10月31日）

現金及び預金勘定 558,919千円 654,703千円

現金及び現金同等物 558,919 654,703

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成29年５月１日　至　平成29年10月31日）

配当に関する事項

　　配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

配当の原資
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

 平成29年7月26日

 定時株主総会
普通株式 37,750 利益剰余金 10 平成29年4月30日 平成29年7月27日

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成30年５月１日　至　平成30年10月31日）

配当に関する事項

　　配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

配当の原資
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

 平成30年7月25日

 定時株主総会
普通株式 37,746 利益剰余金 100 平成30年4月30日 平成30年7月26日

 

（持分法損益等）

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第2四半期累計期間（自　平成29年5月1日　至　平成29年10月31日）

　当社は、印刷業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第2四半期累計期間（自　平成30年5月1日　至　平成30年10月31日）

　当社は、印刷業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成29年５月１日
至　平成29年10月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成30年５月１日
至　平成30年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △1,334円30銭 △1,350円23銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △503,703 △509,666

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千

円）
△503,703 △509,666

普通株式の期中平均株式数（千株） 377 377

（注）１．潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、1株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

　　　　　式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．平成29年11月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。第30期の期首に当該

　　　　　株式併合が行われたと仮定して1株当たり四半期純損失金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社マツモト(E00715)

四半期報告書

16/17



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年12月11日

株式会社マツモト

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　正典　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飛田　貴史　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マツモ

トの平成30年５月１日から平成31年４月30日までの第31期事業年度の第２四半期会計期間（平成30年８月１日から平成30

年10月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成30年５月１日から平成30年10月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マツモトの平成30年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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